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株主の皆様には、平素より格別のご高配を
賜わり厚くお礼申し上げます。
「第2四半期株主通信」を皆様にお届け
するにあたり、一言ごあいさつ申し上げます。

株主の皆様へ

代表取締役社長

売上高の推移

91期
（平成22/12）

92期
（平成23/12）

93期
（平成24/12）

94期
第2四半期累計
（平成25/6）

（単位:百万円）

連結： 通期 第2四半期累計 連結： 通期 第2四半期累計 連結： 通期 第2四半期累計

営業利益の推移

91期
（平成22/12）

92期
（平成23/12）

93期
（平成24/12）

94期
第2四半期累計
（平成25/6）

（単位:百万円） 経常利益の推移

91期
（平成22/12）

92期
（平成23/12）

93期
（平成24/12）

94期
第2四半期累計
（平成25/6）

（単位:百万円）
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　当第2四半期連結累計期間におけるわが国経済は、
世界経済が緩やかに回復しているなかで、復興需要が
継続しているところに大型補正予算が組まれたこと、新政権
が打ち出した金融緩和や成長戦略への期待感により
円安・株高が進んだことなどによって、復興需要関連や
輸出関連産業、高額品や旅行などの一部の個人消費、
住宅投資等を中心に、徐々に持ち直しの動きが広がって
まいりました。
　このような状況の下、当社グループは社会から信頼され
る企業であり続けながら、成長分野に対しては高度な
加工技術と機能材料によるソリューションを提供できる技術
優位な企業集団を目指すべく、「国内市場は量」、「海外
市場は質」を基本方針とする第4次中期経営計画（平成
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売上高の推移

91期
（平成22/12）

92期
（平成23/12）

93期
（平成24/12）

94期
第2四半期累計
（平成25/6）

（単位:百万円）

連結： 通期 第2四半期累計 連結： 通期 第2四半期累計 連結： 通期 第2四半期累計

営業利益の推移

91期
（平成22/12）

92期
（平成23/12）

93期
（平成24/12）

94期
第2四半期累計
（平成25/6）

（単位:百万円） 経常利益の推移

91期
（平成22/12）

92期
（平成23/12）

93期
（平成24/12）

94期
第2四半期累計
（平成25/6）

（単位:百万円）
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純利益の推移 （単位:百万円） 1株当たりの純利益の推移 （単位:円） 事業別第2四半期累計売上高構成比（連結）

91期
（平成22/12）

92期
（平成23/12）

93期
（平成24/12）

94期
第2四半期累計
（平成25/6）

91期
（平成22/12）

92期
（平成23/12）

93期
（平成24/12）

94期
第2四半期累計
（平成25/6）

連結： 通期 第2四半期累計 連結： 通期 第2四半期累計
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25年度から平成27年度）をスタートさせました。
　この方針に則り、細やかな拡販努力を重ねた
結果、当第2四半期連結累計期間の売上高は
424億1千2百万円（前年同四半期比6.2%増）
となりました。営業利益は、円安に伴う原材料
価格の上昇や製品単価の下落などの影響が
あったものの、建材事業の赤字幅縮小により
9億5千8百万円（前年同四半期比2.1%増）と
なり、経常利益は円安による為替差益の計上
などにより10億2千7百万円（前年同四半期比
19.4%増）、四半期純利益は7億2千万円（前年
同四半期比23.8%増）となりました。
　今後の日本経済は、引き続き緩やかに回復
していくものと思われますが、当社グループに
とりましては、原材料価格の高止まりや電力料金
の引き上げといった厳しい収益環境に置かれます
ので、合成樹脂事業につきましては、製品価格
の修正に、新規材料事業につきましては、光学
フィルムの拡販に尽力してまいります。そして本年

6月10日にパーティクルボード製品のJIS認証を
再取得した建材事業につきましては、同製品
の拡販とシェア回復に精一杯努めてまいる所
存です。
　また、中期経営計画における重点投資項目
であります新規材料事業の光学フィルム新
工場（G棟:香川県仲多度郡まんのう町）なら
びに合成樹脂事業の食品向け包装フィルム
新工場（子会社である株式会社関西オークラ:
滋賀県東近江市）は、早期の稼働に向けて
現在建設を進めているところであります。
　今後も「技術優位の企業集団」を目指し
て、要素技術の獲得と深化を図るとともに、
汎用製品の売上の維持拡大にも注力して
まいります。株主の皆様におかれましては、今後
とも変わらぬご支援とご指導を賜わりますよう
お願い申し上げます。

平成25年9月

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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合成樹脂
事業

新規材料
事業

産業資材用フィルムや農業向けマルチフィ

ルムを中心に販売数量が増加したため、売上高

は250億8千万円（前年同四半期比2.4%増）

となりましたが、営業利益は原材料価格上昇

の影響により15億2千万円（前年同四半期比

15.3%減）となりました。

スマートフォンやタブレット端末向け光学フィ

ルムの販売数量が増加したため、売上高は117億

9千8百万円（前年同四半期比19.8%増）と

なりましたが、営業利益は前年に敷いた増産体制

による固定費の増加と製品単価下落の影響に

より4億2千7百万円（前年同四半期比43.3%

減）となりました。

売上高の推移

91期
（平成22/6）

92期
（平成23/6）

93期
（平成24/6）

94期
（平成25/6）

（単位:百万円） 営業利益の推移

91期
（平成22/6）

92期
（平成23/6）

93期
（平成24/6）

94期
（平成25/6）

（単位:百万円）
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売上高の推移 （単位:百万円） 営業利益の推移 （単位:百万円）
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第2四半期累計期間事業別概況（連結）
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建材事業 その他

平成24年2月29日のJIS認証取消しの影響に

よりパーティクルボードの販売数量が大幅に減少

したため、売上高は28億4千2百万円（前年同

四半期比8.3%減）となりましたが、前期に計上した

JIS認証取消しに伴う在庫処分などの一過性の

損失がなくなったことに加えて、固定費の削減など

に努めた結果、営業損失は3億5千9百万円（前年

同四半期比6億1千2百万円改善）となりました。

木材加工（プレカット）事業及び宅地造成及び

建物建築事業が順調に売上を伸ばしました。

この結果、売上高は26億9千1百万円（前年同

四半期比7.5%増）、営業利益は1億8千5百万円

（前年同四半期比31.1%増）となりました。

売上高の推移 （単位:百万円） 営業損失の推移 （単位:百万円）
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※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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当社は加工メーカーであり、開発力を

向上させていくことが重要な課題です。

左の図は、当社の要素技術をさまざま

なターゲット領域に向けて展開していく

イメージを表した概念図です。

今回の特集は、当社の要素技術を駆

使して開発した、成長するタッチパネル

市場に不可欠な「塗布型透明導電フィル

ム」を紹介いたします。
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放　熱

ライフサイエンス
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ターゲット分野ターゲット分野
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印　刷塗　工塗　工

延　伸

耐　熱

絶　縁

反　射 透　明透　明

導　電導　電

放　熱

ライフサイエンス

環境・エネルギー環境・エネルギー

情報通信情報通信

タッチパネルとは、指先や専用ペンで画面に直接

触れることにより操作が行えるパネルであり、「直感的

に操作できる」ことからスマートフォンやタブレット

端末等を中心に急速に普及しています。そのタッチ

パネルの方式を大別すると、指やペンなどで押した

部分の電圧変化を検出する「抵抗膜方式」と、画面を

押したときの指先とタッチパネルとの間での静電容量

の変化を検出する「静電容量方式」の二つに分かれ

ます。

当社は、優れた導電材料である「銀ナノワイヤー

インク」を開発したメーカーと共同で、この静電容量

方式タッチパネルに使用される「塗布型透明導電フィ

ルム」を開発いたしました。

●タッチパネルの方式

当社の製品開発力特 集

絶縁体 ドットスペーサー

透明導電部材フィルム

抵抗膜方式

ガラス

透明導電部材

保護カバー電界

ガラス基盤

静電容量方式

タッチパネル向け塗布型透明導電フィルム
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現在の透明導電部材は、フィルムやガラスにITO（インジウムスズ酸化物）と呼ばれる金属薄膜

を付与した材料が主流となっています。市場ではタッチパネルの大型化やフレキシブル化に伴い、

柔軟かつより電気抵抗の低い部材が求められていますが、導電層が無機化合物で硬い性質を持

つITOフィルムではそれらの要望を完全に満たすことは困難です。

そこで当社は、「銀ナノワイヤーインク」を塗布した透明導電フィルムを開発いたしました。

「銀ナノワイヤー」とは、導電性の高い銀をナノメートルオーダーの細いワイヤーにしたものです

（１ナノメートルは１ミリメートルの100万分の１）。その銀ナノワイヤーを含有するインクをフィ

ルム上に塗布することによって、フィルムに

導電性を付与することができます。この塗

布型透明導電フィルムは、光線透過率が高

い、電気抵抗値が低い、フレキシブル性があ

るといった特長があります。当該インクをフ

ィルムに塗布加工するには極めて高度な加

工技術が必要とされます。当社はこれまでの

光学フィルム加工を通じて蓄積した塗工技

術を駆使して、今回の「塗布型透明導電フィ

ルム」の製品化に成功いたしました。今後

は、ITOフィルムでは実現困難とされる中

大型のタッチパネルや、市場拡大が予想さ

れるフレキシブルディスプレイ、有機EL照

明、有機薄膜太陽電池などの用途に向けて

製品を展開してまいります。

蓄積した要素技術が製品化を実現

▲タッチパネル付きパソコン

▲有機EL照明

▲有機薄膜太陽電池
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無形固定資産及び投資その他が投資有価証券
の時価評価額の増加等により13億8千万円
増加したため、固定資産は16億6千6百万円
増えました。

手形割引を取りやめ、一部を短期借入金に
シフトしたことにより同 借 入 金が1 5億6千
5百万円増加したため、流動負債は16億7千
9百万円増えました。
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四半期連結貸借対照表の要旨 （単位：百万円）

科　目 93期末
平成24年12月31日現在

94期第2四半期末
平成25年6月30日現在

資産の部

流動資産 42,284 43,252

　現金及び預金 7,440 7,068

　受取手形及び売掛金 25,290 26,399

　その他 9,552 9,784

固定資産 42,845 44,511

　有形固定資産 35,385 35,671

　無形固定資産及び投資その他 7,460 8,840

資産合計 85,129 87,763

負債の部

流動負債 36,674 38,354

固定負債 14,446 14,144

負債合計 51,121 52,498

純資産の部

株主資本 33,398 33,695

　資本金 8,619 8,619

　資本剰余金 9,068 9,068

　利益剰余金 16,343 16,702

　自己株式 △632 △694

その他の包括利益累計額 609 1,569

純資産合計 34,008 35,264

負債純資産合計 85,129 87,763
（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

 2

 1

 3

 4

その他有価証券評価差額金の増加9億6千万
円及び利益剰余金の増加3億5千8百万円によ
り、純資産は12億5千6百万円増加しました。
これに伴い、自己資本比率は0.3ポイント上昇
して40.2%となりました。

手形割引を取りやめたことによって、受取手形
及び売掛金が11億8百万円増加したため、流動
資産は9億6千7百万円増えました。

第2四半期連結財務諸表

流動資産Point 1

固定資産Point 2

流動負債Point 3

純資産Point 4
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四半期連結損益計算書の要旨 （単位：百万円）

科　目
93期第2四半期（累計）
平成24年1月1日から
平成24年6月30日まで

94期第2四半期（累計）
平成25年1月1日から
平成25年6月30日まで

売上高 39,953 42,412
　売上原価 34,303 37,105
　販売費及び一般管理費 4,710 4,348
営業利益 939 958
　営業外収益 173 265
　営業外費用 251 196
経常利益 860 1,027
　特別利益 3 6
　特別損失 58 56
税金等調整前四半期純利益 805 978
法人税、住民税及び事業税 153 103
法人税等調整額 70 154
四半期純利益 581 720

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

四半期連結キャッシュ・フロー計算書の要旨 （単位：百万円）

科　目
93期第2四半期（累計）
平成24年1月1日から
平成24年6月30日まで

94期第2四半期（累計）
平成25年1月1日から
平成25年6月30日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,763 1,288

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,758 △2,119

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,805 412

現金及び現金同等物に係る換算差額 27 62

現金及び現金同等物の増減額
（△は減少） △773 △355

現金及び現金同等物の期首残高 7,747 7,403

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,974 7,047

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

営業利益は、原材料価格の上昇や製品単価
の下落などの影響を受け、増加額は1千9百万円
となりましたが、経常利益は、円安による為替
差益と借入金の減少に伴う支払利息の減少に
より、1億6千6百万円増加しました。

営業活動により増加した資金が大幅に減少
した理由には、当第2四半期連結累計期間に
おいて手形割引（前連結会計年度末における
受取手形割引高は24億1千8百万円）を中止
したことによる影響が含まれております。

 5

 6

 7

経常利益Point 5

営業活動によるキャッシュ・フローPoint 6

財務活動の結果、資金が増加に転じた理由
には、当 第2四 半 期 連 結 累 計 期 間にお い て
手形割引を中止し、その一部を短期借入による
資金調達に変更したことによる影響が含まれて
おります。

財務活動によるキャッシュ・フローPoint 7
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当社は平成25年6月10日にパーティクルボード製品のＪＩＳ認証を再取得しました

ので、お知らせいたします。

当社建材事業部詫間工場は、平成24年2月29日に一般財団法人日本品質

保証機構（JQA）から品質管理体制が省令に定める基準を満たしていない

として、パーティクルボード製品のJIS認証取消し処分を受けました。

当社といたしましては、かかる事実を重く受け止め、株主様やお取引様をはじめ

とする皆様方に大変なご迷惑とご心配をお掛けしたことを真摯に反省すると

ともに、全社を挙げて品質管理体制の改革に取り組んでまいりました。その結果、

一般財団法人建材試験センターの認証審査に合格し、今般JIS認証を再取得

することができました。

　

今後は、お客様の更なる信頼回復に向けて全力を注ぐとともに、パーティクル

ボード販売量の早期回復に努めてまいります。そして、第4次中期経営計画の

最優先課題である建材事業の黒字化を平成27年度には果たしてまいる所存です。

株主の皆様におかれましては、何卒引き続き暖かいご支援を賜わりますよう

お願い申し上げます。

● パーティクルボードのJIS認証再取得 ●
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社 名 大 倉 工 業 株 式 会 社

設 立 昭 和 22年7月11日

資 本 金 8,619,616,071円

業 務 内 容
● 各種ポリエチレン製品及びポリプロピレン製品の

製造販売

● 光学機能性フィルム等の製造販売

● 加工合板、パーティクルボード及び加工ボード等の
製造販売

発行可能株式総数 140,108,000株

発行済株式の総数 62,074,351株

株主数 6,519名

株主名 持株数（千株）持株比率（％）

住友化学株式会社 4,818 8.03

株式会社中国銀行 2,911 4.85

オークラ共栄会 2,355 3.93

日本生命保険相互会社 2,220 3.70

株式会社百十四銀行 1,920 3.20

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口） 1,872 3.12

住友林業株式会社 1,579 2.63

三井住友海上
火災保険株式会社 1,358 2.26

大倉工業従業員持株会 1,320 2.20

JSR株式会社 1,317 2.20

（注）当社は自己株式2,069,791株を所有しておりますが、上記大株主から除いて
　　おります。また持株比率は自己株式を控除して計算しております。

会社情報 / 株式情報

代 表 取 締 役 社 長 髙　濵　　和　則
代表取締役常務取締役 長　尾　　和　任
代表取締役常務取締役 豊　田　　員　史
取 締 役 田　中　　祥　友
取 締 役 神　田　　　　進
取 締 役 山　田　　和　裕
取 締 役 上　原　　英　幹
常 勤 監 査 役 行　天　　　　武
監 査 役 眞　鍋　　　　清
監 査 役 馬　場　　俊　夫
監 査 役 町 田 研 一 郎

（注）監査役のうち、眞鍋清、馬場俊夫、町田研一郎の3氏は、会社法
　　第2条第16号及び第335条第3項に定める社外監査役であります。

会社概要 （平成25年6月30日現在）

役員 （平成25年6月30日現在）

株式の状況 （平成25年6月30日現在）

大株主（上位10位） （平成25年6月30日現在）
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当社ホームページでも、最新のIR情報をご案内しております。

http://www.okr- ind.co.jp

決 算 期 毎年12月31日

定 時 株 主 総 会 毎年3月

株 主 確 定 基 準 日 定時株主総会 12月31日
（その他必要があるときは、あらかじめ公告いたします。）
剰余金の配当  期末配当  12月31日　中間配当を行う場合  6月30日

株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号　　三井住友信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 場 所 大阪市中央区北浜四丁目5番33号　　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

郵 便 物 送 付 先 〒168-0063
東 京 都 杉 並 区 和 泉 二 丁 目 8 番 4 号 　　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（ 電 話 照 会 先 ） 電話 0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の本店及び全国各支店で行っております。

公 告 の 方 法 電子公告とし、当社ホームページ（http://www.okr-ind.co.jp）に掲載いたします。ただし電子公告による
ことができない事故やその他のやむを得ない事由が生じた場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所市場第1部

住所変更、単元未満株式の買取等のお申し出先について

株主様の口座のある証券会社にお申し出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座
の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社にお申し出ください。

未払配当金の支払いについて

株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社
にお申し出ください。

株主メモ
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